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 九都県市首脳会議として、別紙のとおり要望いたしますので、特段のご配慮をお願い

いたします。 
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ＩＣＴ施工の普及促進に係る地域建設業及び自治体支援の継続・拡充について 

 

  

 建設業界では、長年に及ぶ建設投資の減少等を背景として、若年者の入職が減少する

とともに、近い将来、建設労働者の高齢化による大量離職が見込まれています。今後、

建設労働者が減少する中で、公共インフラの品質確保と適正な機能維持を図っていくた

めには、より一層の生産性向上に取り組んでいく必要があります。 

 こうした中で、令和元年６月に品確法が改正され、発注者の責務として、情報通信技

術の活用による生産性の向上が位置づけられました。情報通信技術を活用したＩＣＴ施

工は、効率的に高精度な施工を実現するものであり、生産性の向上による省人化等のメ

リットが期待できます。しかし、地域経済の基盤をなしている中小企業からは、導入の

費用や技術習得等が課題となり、活用を躊躇するという声も聞かれます。 

 本首脳会議では、工事規模や施工条件に共通点が多い九都県市が、中小企業へのＩＣ

Ｔ施工の普及促進に向けて、協働で取組みを推進して参りました。その結果、ＩＣＴ施

工の普及促進を図る上で、自治体レベルでは対応が難しい課題が明らかになったことか

ら、次に示す支援を要望します。 

 

 



 

 

１ ＩＣＴ建機や測量機器等の導入のための助成制度の継続 

 中小企業へのＩＣＴ施工の普及促進にあたっては、高額なＩＣＴ建機や測量機器

等の導入費用が課題となっていることから、当面の間、助成制度を継続すること。 

（説明） 

 九都県市における各自治体では、平成２８年頃より、ＩＣＴ施工の実施要領を定め、

順次、適用可能な工種や規模を拡大しているところである。ＩＣＴ施工の実施件数は、

各自治体によってばらつきはあるが、ほとんどの自治体が、年間数件から数十件であ

り、令和３年度の受注者希望型での実施率は、平均で２７．５％と３割に満たない状況

となっている。また、埼玉県が調査した、ＩＣＴ施工を経験したことがある企業の受注

者ランク別の割合では、＠ランクで約５０％、Ａランクで約２０％、Ｂランクでは約

３％となっており、未だ多くの企業がＩＣＴ施工を一度も経験していない状況である。 

 各自治体が受注者へ実施したアンケートでは、ＩＣＴ施工を実施しない理由として、

多くの受注者から「高額なＩＣＴ建機や測量機器、３Ｄデータを扱うための高性能ＰＣ

やソフト等の導入費用」が課題として挙げられている。 

 ＩＣＴ施工の普及により、将来的には、ＩＣＴ建機や測量機器等のコスト高が改善し

ていくものと考えるが、普及が進むまでの当面の間、ＩＣＴ建機や測量機器等の調達に

あたっての助成制度の継続を要望する。 

 

２ 受発注者向けの技術支援の継続・拡充 

 地域建設業及び自治体の現状に鑑み、当面の間、技術支援を継続すること。 

（説明） 

 自治体の建設工事を担っているのは、ほとんどが地域の中小企業であり、また、建設

労働者の高齢化も進んでいるため、ＩＣＴ施工の実施に必要な知識の習得が進んでいな

い。また、ＩＣＴ施工の普及促進には、発注者の人材確保・育成も不可欠である。 

 近年、国土交通省より、ＩＣＴ施工に関わる様々な技術支援が展開されている。中で

も、関東地方整備局のＩＣＴアドバイザー制度や、国土交通本省が実施している自治体

ＩＣＴ施工技術者育成支援等の取組みは、専門家からのアドバイスやコーディネートに

より、ＩＣＴ施工の『はじめの一歩』を踏み出す、効果的な技術支援として認識され始

めている。本首脳会議の取組みにおいても、専門家のコーディネートを通じて、小規模

工事におけるＩＣＴ施工の現場検証を行い、一定の効果を確認したところである。 



 

 

 ＩＣＴ施工を地域の中小企業へ着実に普及させていくため、地域建設業及び自治体の

現状に鑑み、当面の間、技術支援の継続を要望する。 

 

３ 基準・要領等に関する要望 

 自治体が発注する工事で適用可能な工種や規模を順次拡大すること。 

 見積徴取が必要な項目について、標準歩掛を設定すること。 

（説明） 

 ◯適用可能な工種や規模の拡大について 

 九都県市における各自治体では、国土交通省が公表している、ＩＣＴ施工の実施要領

や積算要領を準用して基準類を策定している。都市部では小規模な工事が多いため、適

用が難しい工事もあったが、令和４年４月には、土工量1,000㎥未満の土工や床堀工、

同年７月には、小規模土工を対象に含む実施要領が新たに策定され、自治体が発注する

工事においても活用の幅が広がったところである。 

 本首脳会議の取組みを通じて、小規模工事におけるＩＣＴ施工の効果を確認したとこ

ろであり、今後も引き続き、自治体が発注する工事で効果が見込まれる工種や規模の拡

大を要望する。 

 

 ◯標準歩掛の設定について 

 九都県市における各自治体において、現在、ＩＣＴ施工を実施する場合は積算要領に

従って、標準歩掛が設定されていない項目（３Ｄ起工測量、３Ｄ設計データ作成等）に

ついては、見積を徴取して設計変更を行っている。しかし、金額の妥当性の判断が難し

いため、発注者がＩＣＴ施工を躊躇する一因ともなっている。 

 このため、ＩＣＴ施工を実施する上で、見積の徴取が必要な項目について標準歩掛の

設定を要望する。 


